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訴   状 

２０１９年 ３月 １１日 

松山地方裁判所 御中 

原告ら訴訟代理人 

弁護士  薦  田  伸  夫 

弁護士  東     俊  一 

弁護士  髙  田  義  之 

弁護士  今  川  正  章 

弁護士  中  川  創  太 

弁護士  中  尾  英  二 

弁護士  谷  脇  和  仁 

弁護士  山  口  剛  史 

弁護士  定  者  吉  人 

弁護士  端  野     真 

弁護士  橋  本  貴  司 

弁護士  山  本  尚  吾 

                 弁護士  高  丸  雄  介 

                 弁護士  南   拓    人 

                 弁護士  東        翔 

 

原 告  加 藤 廣 志  

外８５名 

(別紙原告目録記載のとおり) 

原告ら訴訟代理人 

弁護士  薦  田  伸  夫 

外１４４名 

(別紙原告訴訟代理人目録記載のとおり) 
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〒760-8573 香川県高松市丸の内２番５号   

被 告  四 国 電 力 株 式 会 社 

代表者代表取締役  佐  伯  勇  人 

伊方原発運転差止請求事件 

 訴訟物の価額  金 １億３７６０万円 

 貼 用 印 紙 額  金 ４３万４０００円 

 予 納 郵 券 額  現金納付を希望 

 

請 求 の 趣 旨 

1. 被告は，愛媛県西宇和郡伊方町九町コチワキ３番耕地４０番地３において，昭

和６１年５月２６日付通商産業大臣許可にかかる伊方原子力発電所３号原子炉

を運転してはならない。 

2. 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決ならびに仮執行宣言を求める。 

 

請 求 の 原 因 

 

第1  当事者 

１ 原告らは，いずれも，肩書住所地に居住する者であるが，人格権を有し

ており，原子炉の運転により原告らの生命，身体，健康が侵害される危

険がある時は，人格権に基づき，当該原子炉の運転を差し止めることが

出来る。 

２ 被告は，四国を供給区域とする電気事業法上の一般電気事業を営む株式

会社であるが，愛媛県西宇和郡伊方町九町コチワキ３番耕地４０番地３

において，昭和４７年１１月２８日付内閣総理大臣許可にかかる伊方原

子力発電所１号原子炉，昭和５２年３月３０日付内閣総理大臣許可にか
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かる伊方原子力発電所２号原子炉，昭和６１年５月２６日付通商産業大

臣許可にかかる伊方原子力発電所３号原子炉(以下，一括して｢伊方原発｣，

個別に｢伊方１号炉｣｢伊方２号炉｣｢伊方３号炉｣という)を運転していた。 

第2  伊方原発の概要 

１ 定格電気出力 

伊方１号炉と伊方２号炉がいずれも５６万６０００キロワット，伊方３

号炉が８９万キロワットである。 

２ 原子炉 

いずれも加圧水型軽水炉(ＰＷＲ)である。 

３ 燃料 

① いずれも低濃縮二酸化ウランを用いているが，伊方３号炉ではこれに

ウラン・プルトニウム混合酸化物(ＭＯＸ)燃料を加えたプルサーマル

が行われている。 

② 全ウラン装荷量は，伊方１号炉と伊方２号炉がいずれも約４９トン，

伊方３号炉が約７４トンである。 

③ 燃料集合体の数は，伊方１号炉と伊方２号炉がいずれも１２１体，伊

方３号炉が１５７体である。 

４ 復水器冷却海水 

いずれも深層取水水中放流方式であり，冷却海水量は，伊方１号炉と伊

方２号炉がいずれも毎秒約３８㎥，伊方３号炉が毎秒約６５㎥である。

毎秒合計１４１㎥もの海水が冷却に用いられており，同時に約７℃加熱

された温排水として伊予灘に排出されている。 

５ 経緯 

① 原子炉設置(変更)許可日付は，伊方１号炉が１９７２(昭和４７)年１

１月２８日，伊方２号炉が１９７７(昭和５２)年３月３０日，伊方３

号炉が１９８６(昭和６１)年５月２６日である。 
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② 建設工事の開始は， 伊方１号炉が１９７３(昭和４８)年６月，伊方

２号炉が１９７８(昭和５３)年２月，伊方３号炉が１９８６(昭和６

１)年１１月である。 

③ 初臨界は，伊方１号炉が１９７７(昭和５２)年１月，伊方２号炉が１

９８１(昭和５６)年７月，伊方３号炉が１９９４(平成６)年２月であ

る。 

④ 運転開始日は，伊方１号炉が１９７７(昭和５２)年９月３０日，伊方

２号炉が１９８２(昭和５７)年３月１９日，伊方３号炉が１９９４

(平成６)年１２月１５日である。 

６ 定期検査 

伊方３号炉は２０１１（平成２３）年４月２９日，伊方１号炉は２０１

１（平成２３）年９月４日，いずれも定期検査に入って運転を停止中で

あり，伊方２号炉は２０１２（平成２４）年１月１３日に定期検査に入

って運転を停止した。 

７ 伊方１号炉の現状について 

被告は、２０１６年（平成２８）３月２５日、伊方１号炉について廃止

を決定し、同年５月１０日、経済産業大臣に電気工作物変更届出を行い、

運転を終了した。被告は、同年１２月２６日、廃止措置計画認可申請書

を原子力規制委員会に提出し、２０１７（平成２９）年６月２８日、原

子力規制委員会より、伊方１号炉の廃止措置計画について認可を受けた。 

８ 伊方２号炉の現状について 

被告は、２０１８（平成３０）年３月２７日、伊方２号炉について廃止

を決定し、同年５月２３日、経済産業大臣に電気工作物変更届出を行い、

運転を終了した。被告は、同年１０月１０日、廃止措置計画認可申請書

を原子力規制委員会に提出し、現在原子力規制委員会において審査中で

ある。 
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９ 伊方３号炉の現状について 

被告は、伊方３号炉について、２０１３（平成２５）年７月８日、原子

力規制委員会に対し新規制基準の適合性確認審査を申請し、２０１５

（平成２７）年７月１５日、原子力規制委員会による適合性確認を受け、

２０１６（平成２８）年８月１２日原子炉を起動し、同年９月７日通常

運転を再開した。その後、被告は、２０１７（平成２９）年１０月３日

には、定期検査によって運転を停止したが、定期検査終了後の２０１８

（平成３０）年１１月２８日に、通常運転を再開し、現在運転中である。 

第3  伊方原発訴訟 

１ 伊方１号炉の建設を予定していた四国電力から，原子炉等規制法２３条

１項に基づく申請を受けて，１９７２(昭和４７)年１１月２８日付で内

閣総理大臣が，発電用原子炉設置許可処分を行った。これに対し，(異議

申立棄却後の)１９７３(昭和４８)年８月２７日，西宇和郡内の住民３５

名が原子炉の安全審査に瑕疵がある等主張して，原子炉設置許可処分取

消請求訴訟を提起した。我が国初の原発訴訟である。 

２ 訴訟における争点は，原告適格，許可処分の裁量処分性，原子力委員会

における安全審査の杜撰さの他に，放射性気体廃棄物，放射性液体廃棄

物，放射線管理システム，作業者被曝，固体廃棄物，使用済燃料及びそ

の再処理(核燃料サイクル)，廃炉処理，温排水，一次冷却材配管の破断

事故，ＬＯＣＡ時の燃料挙動，蒸気発生器細管事故，圧力容器及び一次

冷却系配管の危険性，緊急炉心冷却装置(ＥＣＣＳ)，中央構造線，地滑

り等の多岐に及び，科学裁判と称された。 

３ 松山地裁１９７８(昭和５３)年４月２５日判決は，①原子炉設置許可処

分につき，施設付近の住民は，取消を求める原告適格を有する。②許可

処分における安全審査に手続上の違法はない。③許可処分における安全

性の認定は，内閣総理大臣の裁量事項であるとした上，被告が安全審査
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資料をすべて保有し，専門家を擁しているのに対し，原告らはそのよう

な立場にないから，公平の見地からして，当該原子炉が安全であると判

断したことに相当性のあることは，原則として被告の立証すべき事項で

ある。④内閣総理大臣の安全性の認定が相当であると判示して，原告ら

の請求を棄却した。原告らは控訴し，その控訴審係属中にスリーマイル

アイランド(ＴＭＩ)の事故が発生したが，高松高裁１９８４(昭和５９)

年１２月１４日判決は，控訴を棄却した。 

４ 上告審である最高裁第１小法廷１９９２(平成４)年１０月２９日判決は，

上告を棄却したが，次のように判示し，その後の原発訴訟の判断基準や

主張・立証責任のリーディングケースとなった。①原子炉設置許可の基

準として，右のように定められた趣旨は，原子炉が原子核分裂の過程に

おいて高エネルギーを放出する核燃料物質を燃料として使用する装置で

あり，その稼働により，内部に多量の人体に有害な放射性物質を発生さ

せるものであって，原子炉を設置しようとする者が原子炉の設置，運転

につき所定の技術的能力を欠く時，または原子炉施設の安全性が確保さ

れない時は，当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命，身体に

重大な危害を及ぼし，周辺の環境を放射能によって汚染するなど，深刻

な災害を引き起こす恐れがあることにかんがみ，右災害が万が一にも起

こらないようにする為，原子炉設置許可の段階で，原子炉を設置しよう

とする者の右技術的能力ならびに申請にかかる原子炉施設の位置，構造

及び設備の安全性につき，科学的，専門技術的見地から，十分な審査を

行わせることにあるものと解される（以下，「万が一を許さない原則」と

いう）。②原子炉設置許可処分の取消訴訟における裁判所の審理，判断は，

原子力委員会もしくは原子炉安全専門審査会の専門技術的な調査審議お

よび判断を基にしてされた被告行政庁の判断に不合理な点があるか否か

という観点から行われるべきであって，現在の科学技術水準に照らし，
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右調査審議において用いられた具体的審査基準に不合理な点があり，あ

るいは当該原子炉施設が右の具体的審査基準に適合するとした原子力委

員会もしくは原子炉安全専門審査会の調査審議および判断の過程に看過

しがたい過誤，欠落があり，被告行政庁の判断がこれに依拠してされた

と認められる場合には，被告行政庁の右判断に不合理な点があるものと

して，右判断に基づく原子炉設置許可処分は違法と解すべきである(以下，

｢現在の科学技術水準原則｣という)。③原子炉設置許可処分についての取

消訴訟においては，被告行政庁がした右判断に不合理な点があることの

主張，立証責任は，本来，原告が負うべきものと解されるが，当該原子

炉施設の安全審査に関する資料をすべて被告行政庁の側が保持している

ことなどの点を考慮すると，被告行政庁の側において，まず，その依拠

した前記の具体的審査基準並びに調査審議および判断の過程等，被告行

政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資料に基づき主張，

立証する必要があり，被告行政庁が右主張，立証を尽くさない場合には，

被告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実上推認されるも

のというべきである(以下，｢主張・立証責任原則｣という)。 

５ 伊方２号炉については，１９７７(昭和５２)年３月３０日付原子炉設置

変更(増設)許可処分に対し，１９７８(昭和５３)年，周辺住民らが，訴

訟代理人を立てることなく本人訴訟で取消訴訟を提起して，２２年間も

の間，死力を尽くして伊方原発の危険性を主張，立証した。２０００(平

成１２)年１２月１５日，松山地裁判決は，伊方原発の敷地前面の沖合海

域に存在が予想された断層群(前面海域断層群)の活動性に関し，本件安

全審査においては，沖積層相当層の堆積以後(１万年前以降)の断層活動

は認められないと判断されていたが，その後の調査等に基づく知見によ

り，現在では，沖積層相当層の堆積以後(１万年前以降)の断層活動もあ

ると考えられるようになったと判示したが，安全審査の判断の誤りにつ
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いては，証拠等により認められる事情を総合すると，伊方２号炉につい

ては，現在の科学技術水準に照らしても，基本設計どおりに設置して稼

働させた場合，基本設計が講じている事故防止対策が不十分なために重

大事故が起こる可能性が高いとまでは認定することができないと判示し

た。 

しかし，同判決は，「なお，本件訴訟の特質，審理経過にかんがみ付言す

る。」として，次の異例のコメントを付言した。 

「本件訴訟において争われたのは，本件原子炉施設の安全性に関する被

告行政庁の判断の適否であって，本件原子炉施設の絶対的安全性ではな

い。 

国民生活の安定や経済活動の発展を図る為には電力の安定した供給を確

保することが重要であり，かつ，原子炉事故等による深刻な災害が引き

起こされる確率がいかに小さいといえども，重大かつ致命的な人為ミス

が重なる等して，ひとたび災害が起こった場合，直接的かつ重大な被害

を受けるのは，原告らをはじめとする原子炉施設の周辺住民である。 

前記国内外の原子炉施設における事故・事象等の発生それ自体が，周辺

住民に不安を抱かせる原因となっていることは否定できない事実であり，

これらの不安に誠実に対応し，安全を確保する為，国や電気事業者等に

対しては，今後とも厳重な安全規制と万全の運転管理の実施を図ること

が強く求められる。」 

６ ２号炉の１審判決に対しては，原告らは，活断層の活動性について国の

誤りを認めながら責任逃れとも受け取れる異例のコメントを残して原告

を敗訴させた裁判所に深く失望した上，控訴して更に高松高裁で係争す

る余力が残されていなかったこと等から，控訴を断念した。 

第4  福島第一原発事故 

１ 原発事故の概要  
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① ２０１１(平成２３)年３月１１日午後２時４６分，三陸沖(牡鹿半島

の東南東，約１３０ｋｍ付近）深さ約２４ｋｍを震源とするマグニチ

ュード（以下「Ｍ」と記載する）９の巨大地震が発生した。東北地方

三陸沖地震である。当時運転中だった福島第一原発１号機から３号機

までの原子炉は自動停止した。  

② この地震により原発への送電鉄塔が倒壊し，送電線の断線・受電遮断

器の損傷等により外部電源が喪失した。このため非常用ディーゼル発

電機が起動したが，その後時間をあけて３波の津波が到来し，想定

（５．７ｍ）を超えた高さの津波（東電推定によれば約１３ｍ）が到

来し， １号機は午後３時３７分頃に，２号機は午後３時４１分頃に，

３号機は午後３時４２分頃に非常用発電機が使用不能となり，全交流

電源喪失の事態となった。 

③ 全交流電源喪失によって，１号機から４号機までの「冷やす」「閉じ

込める」機能が崩壊した。現在までに判明している各号機の状況は，

以下のとおりである。  

a １号機  

３月１１日の地震発生・津波到達後から圧力容器内の水位が急激に

下がり，午後５時頃に原子炉水位の低下により燃料が露出し，午後

６時頃には炉心溶融が始まり，その後燃料の大部分が溶融して圧力

容器底部に落下（メルトダウン）し，午後８時頃までには圧力容器

底部に複数の穴が開き格納容器内へ燃料が漏出したと推定されてい

る。  

午後９時５１分には高い放射線量のため原子炉建屋は入域禁止とな

った。  

また，３月１１日午後８時１５分頃には圧力容器内の圧力は約６９

気圧あったが，３月１２日午前２時４５分には約８気圧に急減し，
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他方で３月１２日午前２時３０分格納容器内の圧力は約８．４気圧

となり，設計圧力（４．２気圧）の約２倍となった。  

そこで，午前９時１５分からベントが何度か試みられたものの，午

後３時３６分頃に原子炉建屋で水素爆発が発生し，原子炉建屋が破

壊され放射性物質が放出された。  

地震動によって，原子炉系配管で小規模ないし中規模の損傷が生じ，

冷却材喪失事故が起きた可能性が指摘されており，また，地震動に

よって，圧力抑制室の一部が破損したか，激しいスロッシングの為

に圧力抑制機構が有効に作用しなかった可能性が指摘されている。 

原子炉への注水がされているが，圧力容器・格納容器ともに損傷し

ており，大量の放射能汚染水が発生している。  

b ２号機 

２号機でも格納容器内の圧力が上昇したため３月１３日午前８時１

０分にベントを開始したが，３月１４日午後６時頃に原子炉水位の

低下により燃料が露出し，午後８時頃には炉心溶融が始まり，３月

１５日午前０時２分にもベントを実施したが，午前６時頃に圧力抑

制室付近で爆発し，放射性物質が放出された。午後８時頃には，燃

料の大部分が溶融して圧力容器底部に落下（メルトダウン）し，さ

らにその後圧力容器底部が損傷し，燃料の一部が格納容器底部に落

下したと推定される。 

圧力抑制室の外で水素爆発が起きたのは，地震動によって圧力抑制

室が損傷した為と推測されている。  

原子炉への注水がされているが，圧力容器・格納容器ともに損傷し

ており，大量の放射能汚染水が発生している。  

c ３号機  

３号機でも３月１３日午前８時頃に原子炉水位の低下により燃料が
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露出し，午前１１時頃から燃料溶融が始まり，午後１時１７分には

原子炉建屋内３００ｍSv/h の高レベルの放射線が測定されていた。

３月１３日・１４日にベントを複数回実施したが，３月１４日午前

３時頃には大部分の燃料が圧力容器底部に落下（メルトダウン）し，

午前１１時１分に原子炉建屋で水素爆発が発生し，原子炉建屋が損

壊され放射性物質が放出された。 

午後１０時頃には，圧力容器底部が損傷し，さらに燃料の一部が格

納容器底部に落下したと推定されている。 

原子炉への注水がされているが，圧力容器・格納容器ともに損傷し

ており，大量の放射能汚染水が発生している。  

d ４号機  

４号機では定期点検のために原子炉は停止され炉心内の燃料は全て

燃料プールに移されていたが，使用済燃料プールの水温が上昇し，

３月１５日午前６時頃に原子炉建屋で水素爆発し，原子炉建屋が損

壊した。 

２ 放射性物質による汚染 

① レベル７の最悪事故による放射性物質の大量放出  

福島原発事故によって甚大な放射能汚染被害が出ており，現在も拡大

し続けている。原子力安全・保安院は，４月１２日時点において本件

事故により広い範囲で人の健康や環境に影響を及ぼす大量の放射性物

質が放出されているとして，事故の重大さを０から７の８段階にレベ

ル分けした「国際原子力事象評価尺度（ＩＮＥＳ）」に基づき，最悪

の「レベル７（深刻な事故）」に評価を引き上げた。この時点で１９

７９年のスリーマイル島原発の「レベル５」を超え，１９８６年の旧

ソ連のチェルノブイリ原発の「レベル７」と肩を並べるに至った。 

 原子力安全・保安院の６月６日の発表では，大気中に放出された放
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射性物質の総量は「７７万テラベクレル」（セシウム１３７換算で広

島原爆の約１６８発分）と推計された。ただし，この放出量試算は本

件事故による海洋汚染を含まない大気中の汚染のみの値であるにもか

かわらず，既に「レベル７」の判断基準である「数万テラベクレル」

を超える甚大な外部への影響が生じたことが明らかとなっている。  

② 住民避難の拡大 

政府は，年間被曝線量が２０ｍSv 以上となることが予想される地域

を原則として避難地域とする方針の下に，半径 20Km 圏内を警戒区域

に設定して立入禁止とし，半径 20ｋｍ以遠の一部を計画的避難区

域・緊急時避難準備区域に設定した。その後，６月３０日伊達市の４

地区１１３世帯・７月２１日南相馬市の４地区５９世帯・８月３日川

内村１世帯南相馬市７２世帯を特定避難勧奨地点に設定した。 

この結果，これまでに約９万人もの住民が，政府による避難指示等に

従って，自宅からの避難を余儀なくされており，緊急時避難準備区域

の住民を含めると，この数は１５万人に達するに至っている。また，

政府による避難指示等がなされていない場所でも，放射線からの被曝

を避けるために，自主的に避難している住民が多数ある。  

住み慣れた故郷を離れて避難を強いられ，また，いつ戻れるかも全く

分からない現状で，住民の労苦は筆舌に尽くしがたい。 

③ 大気・土壌・海洋汚染，農畜水産物汚染による甚大な被害 

福島原発事故では，事故直後からの大気汚染，海洋汚染が進み，拡散

と降下により，農産品，水産物，畜産物の出荷制限・作付制限や，水

道水の飲用制限を引き起こした。これらの直接的制限だけでなく，そ

の周囲のいわゆる風評被害の損害も膨大である。 

a 深刻な土壌汚染 

チェルノブイリでの強制移住地域である 1 ㎡あたり 55.5 万ベクレル
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以上の面積は 800 平方キロに及び，１４都県の下水処理浄水施設の

汚泥でセシウムが検出され，内５県では８０００ベクレルを超える

汚泥は１５５７トンに達している。 

b 深刻な海洋汚染 

政府が IAEA（国際原子力機関）に提出した福島原発事故の報告書で

は，4 月 1 日から 6 日までの間に 4700 テラベクレル（注：テラベク

レル＝1 兆ベクレル）を含む汚染水５２０トンが海洋に流出した。ま

た，５月１１日３号機取水口付近からも流出が確認され，２０テラ

ベクレル２５０トンが流出したと見積もれると報告されている。し

かし，日本原子力開発機構は，９月８日迄に，汚染水の流出に加え，

大気中からの降下分を合わせた海洋への放射能放出総量が１．５京

(１京は１兆の１万倍)ベクレルを超えるとの試算をまとめて公表し

た。この試算によると，政府の上記報告書の３倍を超える放射能が

放出されたことになる。 

尚，事故直後，原子炉建屋の地下１階に溜まった高濃度汚染水を集

中廃棄処理施設のタンクに移動させるため，タンク内の汚染水と５

号機及び６号機の貯水槽から約１万３９３トン，放射能量０．１５

テラベクレルを，４月４日から１０日の間に故意に太平洋に放水し，

世界から非難を浴びた。 

これらの海洋放出の結果，宮城県気仙沼市から千葉県銚子市沖まで

300km の沖合の 12 ヶ所の海底土から通常の数百倍の濃度のセシウ

ム・ヨウ素を検出し，海洋生物濃縮の危険性が危惧されている。 

c 広がる汚染 

広範な大気・土壌・海洋汚染の結果，食品では，福島県など８都県

の一部野菜・原乳・茶葉など３０品目から基準値（ヨウ素１３１が

２０００Bq/kg，セシウムが５５００ Bq/kg）を超える放射性物質が
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検出され，水産物では７月１１日までで暫定基準値を超えた検体は，

福島県・茨城県沖の海水魚イカナゴなど６品目，ムール貝・ウニ・

ワカメなど海藻貝類６品目，アユなどの淡水魚６品目であり，６月

以降はアイナメ・カレイなどの底魚や海底のホッキ貝から基準値を

越えるセシウムが検出され海底への蓄積が懸念されている。 

７月以降には放射性セシウム汚染の稲わらによる汚染肉問題で福島

県・宮城県・岩手県・栃木県産牛が出荷停止となり，１１県で全頭

検査が実施されている。 

尚，半径 20Km と計画的避難区域と緊急時避難準備区域の約 1 万 ha

のコメ農家約 7000 戸では米の作付けが禁止されているが，それ以外

の地域の米からの放射性物質の検出の有無が注視されている状況で

ある。 

水道水では１都８県の水道水でヨウ素，セシウムが検出された。 

d 損害額がどれだけになるのかはまだ分からないが，少なくとも数兆

円レベルに上ることは確実である。ただし，この想定は，事故処理

が順調に進んだ場合のものであり，原子炉の冷却や，汚染水の処理

に関して，不透明な部分が極めて大きい現状からすれば，さらに損

害が拡大する可能性も否定できない。 

３ 住民の被曝 

① ICRP（国際放射線防護委員会）の基準（住民）によると平常時は年間

１ｍSv，事故時は２０～１００ｍSv，収束後は１～２０ｍSv とされ

ている。 

これに対し，政府は 4 月 19 日，子どもであっても空間線量が年間 20

ｍSv 以下，毎時 3.8μSv 以下であれば，普段どおり屋外活動などを

しても大丈夫とする暫定的基準を福島県に通知したが，20ｍSv は

「放射線管理区域」よりはるかに高いと批判された。又，内閣官房参
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与の小佐古敏荘氏は 4 月 29 日に辞任の記者会見の中で，年間２０ｍ

Sv を「乳児，幼児，小学生に求めることは，学問上の見地からのみ

ならず，私のヒューマニズムからしても受け入れがたい」と述べて批

判した。 

ちなみに，チェルノブイリ事故による避難基準は，チェルノブイリ原

発事故後の基準（１９９１年 ウクライナ）では下記のとおりである。 

移住の義務ゾーン 年５ｍSv 以上（Cs-137 による土壌汚染 555ｋBq/

㎡） 

移住の権利ゾーン 年１～５ｍSv（Cs-137 による土壌汚染 185～555

ｋBq/㎡） 

「移住の権利ゾーン」は移住を希望する住民に，移住先や仕事を保障

しているが，文部科学省及び米国 DOE による航空機ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞによると，

伊達市や福島市の一部で移住の義務ゾーン，福島市から郡山市に続く

中通り地域で移住の権利ゾーンに相当する土壌汚染となっている。 

② この結果，深刻な大気の汚染による人体への被曝が明らかとなってい

る。 

国会では 3/11 以降福島第一を除く全国の原発で作業員の内部被曝

（WBC・1500cpm 以上）検査結果 4956 件中 4766 件（内 1193 件は 1 万

cpm 以上）は事故後福島県内に立ち寄りの作業員であることが明らか

にされ，福島県内の深刻な大気汚染による内部被曝が，推測されてい

る。 

7 月には福島市内の６～１６才の子ども１０人（１人は３月末に他県

へ避難）の尿から最大で１．３ベクレルのセシウムが検出されたこと

が明らかにされ，一部報道では関東地方の子供の尿からも放射性物質

が検出され，子どもの内部被曝が明らかとなっている。 

3 月下旬の調査によれば，いわき市，川俣町，飯舘村の０～１５才の
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子供約１０５０人の調査で４５％の子どもが甲状腺に被曝しているこ

とが明らかになった。 

市民団体「母乳調査・母子支援ネットワーク」は 4 月 20 日，福島な

ど 4 県の女性 9 人の母乳検査で，茨城，千葉両県の 4 人から放射性ヨ

ウ素 131 が検出されたと発表し，厚労省も 6 月 7 日に福島県内の７人

の母乳から放射性セシウム検出と発表している。 

このため福島県は 18 才以下の子ども 36 万人の甲状腺がん検査の生涯

実施を決定し，更に 200 万人全福島県民に被曝結果や検査記録を保存

するファイルを配布することを計画している。 

４ 労働者の被曝実態 

労働者の被曝線量の規制は ICRP（国際放射線防護委員会）によると，通

常時の上限は５年間で１００ｍSv，但しどの１年間でも５０ｍSv 以下と

されていた。ところが震災直後の３月１４日に電離放射線障害防止規則

の特別省令で，緊急作業時の被曝線量の上限を２５０ｍSv に引き上げた。 

このような規制緩和の中で，福島原発事故の対応のために，被曝労働

（作業）が続いている。 

２０１１年３月２７日時点の報告によると，作業員の放射性物質被曝に

ついては，東京電力社員９人と東電協力会社８人の報告，他にベント

（排気）作業時の大量被曝（１０６．３０ｍSv）１人，さらには東京電

力社員２人，警察官２人，消防士が被曝搬送されている。また，３月１

１日の１号機白煙発生時の負傷者４人，３月１４日の３号機爆発時の負

傷者が東電社員４人，東電協力会社等３人，自衛官４人のうち，自衛官

は軽傷，自衛官以外の７人中６人が軽度の被曝と報告されている。  

３月２４日には協力会社の作業員３人が（２０～３０歳代の男性），３号

機のタービン建屋地下１階で電源ケーブルの敷設作業中に水たまりに足

を入れて１７３～１８０ｍSv を被曝した。 
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その後，免震棟内の医務室で働いていた東京電力女性社員について，１

７．５５ｍSv，他の１人が７．４９ｍSv の被曝をしており，法令に定め

る女性に対する線量限度（５ｍSv／３か月）を超えていることが確認さ

れた。本来は被曝などない筈の施設だが，扉が地震で歪んでおり，寝泊

まりする労働者の衣類に付着した放射性物質を吸引し内部被曝したもの

と推定されている。 

８月１０日現在で，東京電力社員６名が大部分が内部被曝で上限値の２

５０mSv を超える最大で６７８．０８ｍSv と６４３．０７ｍSv，３５２．

０８ｍSv，３０８．９３ｍSv，４７５．５０ｍSv，３５９．２９ｍSv を

被曝し，３～４月に限定してもその他に２００～２５０ｍSv が２名，１

５０～２００ｍSv が１４名，１００～１５０ｍSv が８１名，５０～１０

０ｍSv が３０６名，２０～５０ｍSv が９５３名，１０～２０ｍSv が１４

４９名の状況となっている。 

これまでの労災認定原発作業員１０人のうち９人は１００ｍSv 以下であ

ることからすると，上記の被曝量がいかに膨大なかつ深刻な量であるか

がわかる。 

作業は，今後解体・撤去に至るまで数十年に及ぶことが予想され，労働

者被曝は更に深刻となっていくことが危惧されている。 

第5  原発の危険性 

１ 原発の仕組 

① 水蒸気でタービンを回して発電する点において，原発は火力発電と異

ならない。異なるのは，水蒸気を発生させる為に，火力発電では石炭，

石油，ガスを燃焼させるのに対し，原発は核分裂の熱を利用する点に

おいてである。しかしながら，原発は熱効率が極めて悪く，発生した

熱の約３分の１しか発電に使われていない。約３分の２は温排水とし

て海に捨てているのであるが，温排水による環境破壊も指摘されてい
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る。そのような実態から，原発は発電所ではなく｢海温め装置｣に過ぎ

ないと専門家から揶揄されている。原発の本質は温排水製造所という

ことが出来るのである。 

② ウラン鉱石中には核分裂を起こし易いウラン２３５は殆ど含まれてお

らず，殆どが核分裂を起こし難いウラン２３８なので，ウラン２３５

を３～５％まで濃縮して核燃料として利用する。二酸化ウランを焼き

固めた，直径約１㎝，高さ約１㎝のペレットを燃料として用い，厚さ

１mm 以下のジルコニウム合金の細長い鞘(被覆管)の中に約４ｍペレ

ットを積み上げたものが燃料棒であり，その燃料棒を束ねたものが燃

料集合体である(後述のＢＷＲでは約６０本，ＰＷＲでは約２８０本

の燃料棒で１つの燃料集合体を構成する)。その燃料集合体が数百体

原子炉圧力容器(原子炉)の中心部(炉心)に装荷されるが，電気出力百

万キロワットの原発の場合，装荷される燃料はウラン全体の重量とし

て約１００トンである。 

③ ウラン２３５の原子核に中性子をあてると，８５％の割合で核分裂を

起こし，原子核が２つに分かれ，中性子が２～３つ発生し，その時大

量の熱が発生する。出てきた中性子をさらにウラン２３５にあてて核

分裂を起こすことにより核分裂の連鎖反応が起きる。出てくる中性子

を最も効率良く使って爆発的に核分裂の連鎖反応を起こすのが原子爆

弾であり，出てくる中性子をコントロールして１つだけを次の核分裂

につながるようにして核分裂を継続させるのが原発である。 

④ 核分裂によって発生した中性子を使って連鎖反応を継続する為には，

中性子の速度を減じる必要があり，その減速材として，黒鉛(炭素)，

重水(水分中の水素の質量数が通常の２倍)，軽水(通常の水)が使われ

ている。事故を起こしたチェルノブイリ原発，日本最初の東海原発は

黒鉛を減速材に使っており，カナダ型重水炉，２００３年に廃炉にな
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った新型転換炉ふげんは重水を減速材に使っていた。日本の商業原発

は全て軽水を減速材に使う軽水炉である。 

⑤ 軽水炉には沸騰水型軽水炉(Boiling Water Reactor ＢＷＲ)と加

圧水型軽水炉(Pressurized Water Reactor ＰＷＲ)とがある。原

子炉で沸騰した水がタービンを回し，再び原子炉に帰ってくるのがＢ

ＷＲであり，原子炉で加熱された１次系の水が，蒸気発生器で２次系

の水と熱を交換し，蒸気となった２次系の水によってタービンを回す

のがＰＷＲである。原子力潜水艦の乗員の被曝を避ける為にＰＷＲが

考案されたとされているが，ＰＷＲの場合，１次系の水の沸騰を押さ

える為に，約１５０気圧もの圧力がかけられている上，水温は約３２

０度にも及んでおり，原子炉内は大変過酷な環境となっている。しか

も，２次系の水と熱を交換する為の蒸気発生器は，直径約２㎝，厚さ

約１．３～１．５mm の細長い細管で構成されているが，この蒸気発

生器細管に穴が開いたり破断したりする事故が多発しており，蒸気発

生器がＰＷＲのアキレス腱といわれている。けだし，高温，高圧の１

次冷却水が猛烈な速度で蒸気発生器細管内を走るという過酷な条件下

にあり，蒸気発生器細管に損傷が生じると，２次系の水が放射能汚染

されるだけでなく，冷却材喪失事故につながる危険があるからである。

また，ＰＷＲは，炉心内に燃料が詰まったコンパクトな構造になって

いるが，出力密度が高く，原子炉内壁と燃料との距離が近い為，核分

裂によって発生した中性子が原子炉の内壁に当たって後述の中性子照

射脆化を起こし，原子炉が破壊される危険が指摘されている。 

２ 大量の放射性物質 

① 原発の危険性の最たるものは，原発の運転によって不可避的に生じる

大量の放射性物質(死の灰)である。この意味において，原子力発電所

の本質は，発電所ではなく，前述の温排水製造所兼放射性物質製造所
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ということが出来る。 

② １００万キロワット級原発を１年間運転して発生する放射性物質の主

なものは別紙表１のとおりであるが，伊方原発の出力合計は２００万

キロワット超であるので，同表の約２倍の放射性物質を製造している

ことになる。 

③ 中でも，人類が製造した最強の毒物とされるプルトニウム２３９は，

半減期が２万４１００年であり，１００万分の１となるには半減期の

２０倍の時間が必要であるから約５０万年を要すことになる。ヒト属

（ホモ属）はおよそ２００万年前にアフリカでアウストラロピテクス

属から別属として分化し，ホモ・サピエンスは４０万から２５万年前

に現れたとされていることからも，５０万年という時間の長さが理解

できるのではないだろうか。しかも，無害となるには更に天文学的時

間を必要とするのである。 

④ 六ヶ所村の再処理工場は事故続きで運転できておらず，また，再処理

ではなく直接処分というのが世界的動向であるから，伊方原発で発生

した使用済み燃料は，伊方原発の使用済燃料プールに保管されること

となる見通しである。各原発の使用済み燃料貯蔵量と管理容量は，２

００９年８月現在で，別紙表２のとおりである。これによると，伊方

原発における使用済燃料貯蔵量は１２７８体で，管理容量は２０７４

体となっているが，現時点における貯蔵量は更に増えている筈である。 

⑤ 福島第一原発４号炉は原子炉の運転は停止していたが，使用済燃料プ

ールの冷却に失敗し，使用済燃料が溶けて，水素爆発を起こしてしま

った。この事実からも分かるように，使用済燃料は崩壊熱を出し続け

るので，４０～５０年間程度の冷却と管理を必要とし，冷却に失敗し

てしまうと，放射性物質を環境に放出する事態を招いてしまう危険を

有している。また，伊方３号炉ではプルトニウムを混合したＭＯＸ燃
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料を使用するプルサーマルが行われているが，使用済ＭＯＸ燃料の場

合，発熱量が使用済ウラン燃料の１０年後のレベルに達するのに１０

０年以上かかるとされているから，使用済ＭＯＸ燃料の冷却と管理は

４～５００年間必要ということになる。しかも使用済ＭＯＸ燃料は，

六ヶ所村の第二再処理工場が建設稼働されるまで伊方原発の使用済燃

料プールに貯蔵するしかないが，第二再処理工場の建設稼働の目途は

全く立っていない。 

⑥ 結局のところ，膨大な量のＭＯＸ燃料を含む使用済燃料を伊方原発内

の使用済燃料プールに長期間保管して冷却し続けねばならないが，そ

の間に後述する地震が発生する等した場合，圧力容器や格納容器のよ

うな堅牢さを持たない使用済燃料プールは損傷を免れず，大量の放射

性物質を環境に放出してしまうこととなる。 

⑦ 長い間，世界中のどこにも高レベル放射性廃棄物処分場は存在しなか

った。最近になって，フィンランドのオルキルオト島に「オンカロ」

という処分場が２００４年から建設されるようになったが，１８億年

前に形成された頑丈な地層に地下５２０ｍの穴を掘り，封印後１０万

年間の保管を予定しているとのことである。現時点において，世界中

にそれ以外の処分場はなく，後述する地震国である日本に１０万年間

保管できるような場所はどこにもない。 

⑧ 以上述べたような状況にもかかわらず，伊方原発の運転によって膨大

な量の放射性物質を製造し続けて原告らに危険を強いる行為はもはや

犯罪的であると言わなければならないのである。 

３ 原発の事故 

① 原発の事故は日常的に発生しており，その状況は，別紙表３のとおり

である。 

② 原発の事故の中でも巨大事故として恐れられているのが核暴走事故と
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冷却材喪失事故である。１９８６年４月２６日，ソ連のチェルノブイ

リ４号炉で核分裂の制御に失敗して核反応が暴走し爆発炎上して放射

性物質を世界中にばらまいた核暴走事故が発生した。また，１９７９

年３月２８日，アメリカのスリーマイル島(ＴＭＩ)２号炉で冷却材が

喪失しメルトダウン(炉心溶融)が発生した。上述した福島第一原発の

事故とともに冷却材喪失事故に分類される。 

４ 原発事故の確率 

伊方１号炉訴訟の際，被告は，「いわゆるラスムッセン報告によっても，

原子炉圧力容器の破壊の確率は１炉年当たり１０-6 以下，すなわち，百万

年に１回起こるかどうかわからない程度の確率とされているのである。」

と主張していた。上述したように，ＴＭＩ(１９７９年)，チェルノブイ

リ(１９８６年)，福島(２０１１年)の事故は僅か３２年の間に発生して

いる。３２年の間に３件の事故だから，約１０年に１回という確率であ

る。百万年に１回などという推進側の確率論が単なる無責任な夢物語に

過ぎなかったことが，現実の悲惨な事故によって既に証明されてしまっ

ているのである。 

５ 原発事故による被害 

① １９５７年に発表されたアメリカのブルックヘブン研究所の原発事故

災害の試算結果によると，最悪の場合には，急性死者３４００人，急

性障害者４万３０００人，要観察者３８０万人，永久立退き面積２０

００平方キロ，農業制限等面積３９万平方キロといったものであった。

被害の大きさに驚いたアメリカ議会は，電気事業者のリスクを軽減し，

原子力発電を推進する為，事業者の賠償責任を一定額で打ち切るプラ

イス・アンダーソン法を制定した。 

② 東海原発(１６.６万キロワット。１９９８年３月運転終了)を導入し

ていた我が国も，アメリカのプライス・アンダーソン法に倣って原子
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力損害賠償法を制定することになったが，その為に，当時の科学技術

庁の委託を受け，日本原子力産業会議が，１９６０年に｢大型原子炉

の事故の理論的可能性及び公衆損害に関する試算｣と題する２４４ペ

ージの報告書を作成した。しかしその試算結果による被害は，余りに

も甚大であった為，原子力損害賠償法の審議を行っていた国会に一部

が報告されただけで，全体はマル秘扱いにされてしまった。その後明

らかになった上記｢試算｣によると，死亡・障害者数が最も多いケース

では，急性死亡７２０人，急性障害５０００人となっており，被害額

が最も多いケースでは，３兆７３００億円となっている。１９６０年

の日本の国家予算１兆７０００億円の２倍以上の被害額である。しか

もこれは，１６．６万キロワットという現在ではかなり小型の原発を

想定しての事故被害の予測であり，また，死亡した場合の賠償額を８

３万円とした被害額の予測であって，現時点で原発事故が発生した場

合には，この程度の被害では済まないことは容易に理解されるところ

である。 

③ このような被害を試算し，事故に備えた原子力損害賠償法を制定しな

がら，国や電力事業者は，根拠のない安全神話を流し，国民を騙し続

けてきたのである。 

④ その結果，残念なことに，福島第一原発の事故によって，甚大な被害

が我が国でも現実のものとなってしまった。しかも，それは現在も進

行中で，誰もその行く末を予測できない状態なのである。 

第6  地震の危険性 

１ 地震国 

① 日本は，フィリピン海プレート，太平洋プレート，北米プレート，ユ

ーラシアプレートがぶつかり合ったところに位置しており，地震国と

して世界に知られている。 
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② 日本の国土，領海，排他的経済水域は地球の表面積の僅か０．３％に

も及ばないが，その範囲内で，地球の全地震の約１割が発生している。 

③ 別紙図１は，１９９０年１月１日から２０１１年４月３０日迄の間に

発生したマグニチュード(Ｍ)４．０以上，深さ１００㎞以下の地震１

７万４５８１個の震央を黒点で，２０１０年１月現在の世界の原発を

白丸で表示したものである。日本は黒点で塗りつぶされてしまった状

態となっているが，諸外国とは異なり，日本では，その黒く塗りつぶ

された国土に原発が林立している状態にあることが一目瞭然である。 

④ １９６２(昭和３７)年５月２７日原子力委員会決定｢原子炉立地審査

指針及びその適用に関する判断のめやすについて｣(以下｢立地指針｣と

いう)では，原則的立地条件として，「大きな事故の誘因となるような

事象が過去においてなかったことは勿論であるが，将来においてもあ

るとは考えられないこと。」とされている。しかし，そのような条件

を満たす立地箇所は我が国のどこにもないと言わざるを得ない。 

⑤ 因みに，２０１１年１月１日付地震確率表では，福島第一原発で３０

年以内に震度６以上の地震が起こる確率は０．０％とされていた。ま

た，東北地方三陸沖地震が発生するまでは，過去に知られた地震の記

録等から，日本海溝沿いの地域毎にＭ７～８クラスの地震がそれぞれ

個別に起きると考えられていた。ところが，実際には約５００㎞の長

さに亘り約２００㎞の幅で，６つの地震が重なって発生し，Ｍ９とい

う超巨大地震となったのである。 

⑥ 政府の地震調査研究推進本部は，東海地震が今後３０年間に発生する

確率は８７％としており，東海地震の震央に位置している浜岡原発は，

菅総理大臣の要請によって全機その運転を停止した。浜岡原発の次に

危ないと地震専門家にいわれているのが，福井県の若狭湾沿岸に集中

立地している原発群であるが，それと危険性を競い合っているのが伊
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方原発なのである。 

２ 南海連動地震 

① 纐纈一起東京大学地震研究所教授らの分析により，東北地方三陸沖地

震が発生する前に広域に観測された日本海溝のひずみの蓄積量と，東

北地方三陸沖地震によって実際に断層が一度にずれた量の分布が概ね

一致することが明らかとなった。そして，南海トラフ沿いでも，想定

された震源域より広域なひずみの蓄積分布が確認されており，過去に

発生した東海，東南海，南海の３連動地震よりも広域な超巨大地震が

発生する可能性が指摘されている。 

② 岡村眞高知大学理学部教授(地震地質学)は，東海，東南海，南海の３

連動地震で死者２万人を出した１７０７年の宝永地震の際，周囲で高

さ１３ｍの津波のあった高知県土佐市宇佐の蟹ヶ池を調査した結果，

宝永地震の時の津波堆積物層が約１５～２０㎝であったことを確認し

ているが，今から２０００年前に当たるところに約５０㎝の津波堆積

物層があることを確認しており，東海，東南海，南海だけではなく，

日向灘や海溝部をも震源域とするＭ９クラスの超巨大地震が発生する

危険があることを警告している。 

３ 中央構造線 

① 伊方原発は，四国から九州に向かって伸びる佐田岬半島に位置してい

る。佐田岬半島自体が中央構造線の活動によって生まれた半島である

とされているが，伊方原発の北６㎞の地点を，関東から九州まで続く

全長１０００㎞超とされる世界最大級の中央構造線が走っている。 

② 岡村教授によると，過去に約２０００年周期で大地震を起こしてきた

形跡があるところ，その最後の地震から既に２０００年以上経過して

おり，また，九州や四国東部では約４００年前に動いたのは確実だが，

佐田岬半島沖は空白地帯となっているとのことで，上述した南海連動
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の超巨大地震とともに中央構造線で巨大地震が発生する危険が指摘さ

れている。 

③ また，２００３年には，政府の地震調査委員会が，佐田岬半島付近の

１３０㎞の断層が動く可能性があり，その場合にはＭ８クラスの地震

の発生もあり得ると長期評価を発表している。 

④ ところが，信じられないことに，伊方１号炉の安全審査の際には，１

９６８(昭和４３)年に発生した宇和島沖地震(Ｍ６．６)は審査してい

るものの，中央構造線は審査しておらず，伊方１号炉訴訟においても，

国側は，中央構造線は伊方原発付近では活断層でない等と主張してい

た。また，伊方２号炉訴訟では，国側は，約１万年前以降の断層活動

は認められないと主張したが，判決は，岡村教授の調査による６２０

０年前，４０００年前，２０００年前に地震があったとする音波調査

結果等を採用して，約１万年前以降も断層活動があった事実を認定し

ているのである。 

⑤ また，伊方原発は，中央構造線南側の三波
さ ん ば

川
がわ

破砕帯に位置しており，

全国でも有数の地滑り地帯の真ん中に立地している危険も指摘されて

いる。 

４ ｢止める｣ことも出来ない 

① これまで，原発の安全性は，｢止める｣｢冷やす｣｢閉じ込める｣という標

語で喧伝されてきた。｢止める｣とは，緊急時に制御棒が燃料棒の間に

挿入され，核分裂を引き起こす中性子を吸収して核分裂反応を止める

ことであり，｢冷やす｣とは，止めても長年にわたり発生する燃料棒内

の放射性物質から出る崩壊熱を水で冷やすことであり，また，「閉じ

込める｣とは，放射能の外部への放出を防ぐことで，燃料ペレット，

燃料被覆管，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，原子炉建屋の｢５重

の壁｣で閉じ込めると説明されてきた。 
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② ところが，福島第一原発では，｢止める｣ことは出来たが，地震と津波

によって，｢冷やす｣｢閉じ込める｣に失敗し，膨大な量の放射性物質を

環境に放出してしまった。 

③ 地震波の実体波には，Ｐ波(Primary wave)とＳ波（Secondary wave。

主要動と呼ばれる大きな揺れを起こす）があり，岩盤中の速度は，Ｐ

波が５～７㎞/秒とされているのに対し，Ｓ波が３～４㎞/秒とされて

いるので，先に届いたＰ波を感知して制御棒が挿入され，Ｓ波に備え

る仕組みとなっている。 

④ 福島第一原発の場合には，東北地方三陸沖地震の震源が牡鹿半島の東

南東約１３０ｋｍ付近であった為に制御棒を挿入する時間的余裕があ

ったが，伊方原発の場合には，中央構造線から６㎞しか離れておらず，

制御棒が挿入される前にＳ波(主要動)が到達して，｢止める｣ことに失

敗して暴走事故に至る危険が極めて大である。この点にも，伊方原発

の福島第一原発とは異なる危険がある。 

５ 以上述べたところから，地震による地震動や津波によって，伊方原発に

おいて重大事故が発生する危険性が極めて高いことは明らかである。 

第7  劣化による危険性 

１ 金属材料は必ず劣化する。劣化の代表的なものは疲労と腐食(錆)だが，

原発もその例外ではない。 

① 金属疲労 

a 金属疲労による事故としては，１９８５年に発生した日航機の御巣

鷹山の事故が良く知られている。１９７８年に発生した伊丹空港で

の尻餅事故後，機体を修理して使用していたが，機内と機外の圧力

差を調節する圧力隔壁に繰り返し圧力がかかることによって金属疲

労を起こし，破断，墜落したとされている。 

b 金属疲労には，熱が加わって起こる熱疲労と振動による力が加わっ
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て起こる機械的疲労とがある。 

金属材料に熱が加わったとき，材料自体が膨張しようとする力は非

常に大きく，機器が拘束(固定)されていると，その膨張を抑えよう

とする力(熱応力)が生まれ，その力は降伏応力(弾性変形から塑性変

形に移る降伏点に対する応力)を超えることもある。 

１９９９年７月，福井県の敦賀２号機において，化学体積制御系再

生熱交換器の連結配管から原子炉格納容器内に１次冷却水が漏れる

事故が発生した。加圧水型原子炉(ＰＷＲ)では，原子炉の出力調整

の為に１次冷却水の中にホウ酸を中性子吸収剤として添加している。

そのホウ酸の濃度を管理するのが化学体積制御系であるが，その熱

交換器では，原子炉からの３００度の熱湯と化学体積制御系で浄化

された１５０度の熱湯との間で熱交換が行われるが，熱交換器の構

造に問題があり，配管に温度の違う冷却材が交互に流れ込んで熱に

よる膨張と収縮が繰り返され，熱疲労を起こしたことが判明した。

この配管のひび割れの点検は定期検査項目に含まれておらず，全く

なされていなかった。 

c １９９１年２月，福井県の美浜２号機において，蒸気発生器細管の

ギロチン破断事故が発生した。１次冷却材が失われ，炉心が空焚き

となるアメリカのＴＭＩ事故のような炉心溶融事故を起こしかねな

い事故であった。蒸気発生器は，ＰＷＲにおいて，原子炉からの１

次冷却水の熱を２次冷却水に移すための最重要機器であるが，しば

しばトラブルを起こす為にＰＷＲのアキレス腱といわれていること

は上述したとおりである。蒸気発生器の中には，Ｕ字型の蒸気発生

器細管が多数(３０００～４０００本)収められているが，その細管

の厚さは１．３～１．５ｍｍしかなく，この薄い細管を通して，１

次冷却水の熱が２次冷却水に交換されている。この細管とそれを支
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える板との隙間に腐食した金属のかすが溜まって固着した為，共振

現象が起こり，その疲労により，それまで発生することはないとい

われていたギロチン破断(ギロチンのように配管がスパッと２つに割

れるような破断)を起こしてしまった。振れ止め金具がきちんと挿入

されていなかったことも後に判明した。共振現象による疲労，腐食，

取り付けの不備が重なった事故である。 

d １９９５年１２月，福井県の高速増殖炉｢もんじゅ｣において事故が

発生したが，これも共振による疲労が原因で発生した事故である。

｢もんじゅ｣では，金属ナトリウムを冷却材として使用しているが，

その温度を測る熱電対温度計を収めている鞘がナトリウムの流れに

よって振動し，金属疲労を起こして折れてしまい，その穴から高温

(約４５０度)のナトリウムが流れ出し，大気中の水分と化学反応(ナ

トリウム水反応)して火災が発生した。 

② 腐食 

２００４年８月９日，福井県の美浜３号機において，配管が突然破裂

して，高温高圧の水蒸気が作業員を直撃し，作業員４人が即死，７人

が全身火傷の重軽症を負い，その内の１人が２週間後に死亡するとい

う重大事故が発生した。破裂した炭素鋼配管は，直径５６㎝，厚さ１

㎝もある大きな配管だったが，破裂した箇所では厚さが１ｍｍ以下に

薄くなっていた。エロージョン・コロージョン(エロ・コロ)と呼ばれ

る事故である。破裂個所の手前には流速を調べる装置があり，流れを

狭められた水はその下流で乱れ，渦や気泡が出来て配管を削り取って

いた(エロージョン)。その表面が腐食(コロージョン)していると，そ

れが起こりやすい。このエロージョンとコロージョンが繰り返し起こ

って配管の減肉が進んでいたのである。 

この事故をきっかけに，各原発において，エロ・コロによる減肉が進
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んでいて，いつ事故が起きてもおかしくないという事例が明るみに出

た。福井県にある大飯１号機では，４系統ある配管の内３系統で主給

水配管のエルボ部(エル字型の湾曲部)で最小必要肉厚を下回る厚さま

で減肉していることが判明した。美浜や大飯のようなＰＷＲだけでな

く，沸騰水型(ＢＷＲ)でも大きな減肉が起こっていた。宮城県の女川

１号機，２号機では，炭素鋼よりエロ・コロに強いといわれていたス

テンレス製配管に取り換えていたにもかかわらず，減肉が続いていた。

コロージョンが少ない筈のステンレス鋼で何故そうなのか，原因はよ

くわかっていない。 

２ 応力腐食割れ 

① ステンレス(stainless)は，その名のとおり，錆(stain)の少ない

(less)，錆び難い金属である。鉄にクロムやニッケルという錆(腐食)

を止める元素を添加して作る。その代表的汎用ステンレス鋼が初期の

原発に使われたが，運転開始直後から次々とひび割れが発生した。材

料研究者の必死の努力によって，そのひび割れの原因が突き止められ

た。ステンレス鋼は，表面に緻密なクロム酸化物の被膜が出来ること

によって腐食が内部へ進行することを防いでいる。ところが，溶接の

際の熱の影響を受け，鋼中に微量に含まれている炭素が結晶粒界(結

晶と結晶との間の境界)へ集まり，クロムと結合してクロム炭化物を

形成する。その為，粒界付近のクロム濃度が１２％程度まで低下し腐

食しやすくなる。そこへ炉水中に溶けていた酸素がアタックし，溶接

後の熱によるひずみによって生じた力(残留引張応力)が粒界を引き裂

き，表面から内部へ粒界に沿って腐食割れが進行する。これが応力腐

食割れのメカニズムである。 

② 応力腐食割れのメカニズムが分かったので，ステンレス鋼の強度を保

つための炭素含有量を０．０８％程度から０．０３％以下に減らし，
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強さを補うため炭素の代わりに窒素を添加した改良型ステンレス鋼Ｌ

材が開発され，１９８０年代から９０年代にかけて，後述のシュラウ

ドや再循環系配管に用いられるようになった。しかし，実際の原発に

使われ始めて数年たった１９９０年代になって，やはりひび割れが起

きることが報告され始めた。実験室の制御された環境ではひび割れが

解決されたが，実際の原発で使用される際に材料が受ける表面加工や

変形によってひび割れが生じることが判明したのである。その後もひ

び割れを防ぐための対策が行われているが，ひび割れを完全に抑える

ことは出来ていない。また，Ｌ材に発生するひび割れを検出すること

は難しく，１例を挙げると，２００６年３月，東京電力は，２００５

年５月に行われた福島第二原発の配管検査で，全円周に達する長いひ

び割れを見落としていたことを発表したが，見落としの原因は，余り

に長過ぎたので，ひび割れとは思わなかったというものであった。 

③ ２０００年７月，東京電力の福島第一，福島第二，柏崎刈羽の３原発

合計１３基の点検作業を行ったジェネラルエレクトリック社(ＧＥ)の

下請会社の外国人技術者が，ＢＷＲのシュラウド等のひび割れ等の記

録が改竄されている事実を当時の通商産業省に内部告発した。同年１

１月に２度目の内部告発がなされたが，２００２年５月になって，や

っと東京電力とＧＥが合同調査を開始し，２００２年８月，東京電力

は，不正を認める報告書を経産省原子力安全・保安院に提出し，プレ

ス発表を行った。その結果，１９８０年代後半から１９９０年代にか

けて行われた自主点検記録に，シュラウド等のひび割れを隠すなどの

改竄が２９件あった事実が明らかとなった。ひび割れが起こっていた

のは，ＢＷＲのシュラウド(原子炉内の燃料を取り囲むように設置さ

れている円筒状の支持構造物)と再循環系配管である。いずれも原発

の最重要機器であるが，特に再循環系配管は，原子炉内に水を循環さ
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せる役目を持つ再循環系ポンプと原子炉を結ぶ配管で，炉心と同じ７

０気圧を保つための圧力バウンダリー(壁)を構成している。ひび割れ

で配管が破れることがあれば，炉内の冷却水が外部に噴出して失われ

てしまい，炉心溶融や核暴走という大事故に直結する。このような重

大なひび割れを隠したのは，原発の機器には設計時と同じ性能が要求

され，設計基準ではひび割れの存在は許されないから，ひび割れが見

つかれば即その機器を交換しなければならなかったからである。この

ひび割れ隠しの責任をとって，東電の南社長ら首脳は総退陣となり，

２００３年４月から，東電の全原発１７基の運転が停止された。 

④ このように，ステンレスの応力腐食割れは防ぐことが出来ず，しかも

その検査が困難であることから，金属疲労，腐食とともに，原発の潜

在的危険の大きな要因となっているのである。 

３ 中性子照射脆化と加圧熱衝撃 

① 炉心の核分裂によって飛び出した中性子が，原発の心臓部である圧力

容器の炉壁に当たり，圧力容器の鋼材を壊していくことを中性子照射

脆化という。中性子が鋼に当たると，結晶を構成している原子を弾き

飛ばし，そこに空孔と呼ばれる穴と，弾き飛ばされた原子である格子

間原子とが出来る。これらの格子欠陥は動きまわって集合し，空孔ク

ラスターや格子間原子クラスターを形成する。また，空孔が動くこと

で鋼中に含まれる不純物の銅原子なども集合体(不純物クラスター)を

形成する。これらの２次欠陥が滑り変形を起こし難くさせ，結晶を硬

化させるのである。 

② 鋼には，延性・脆性遷移という現象がある。これは，ねばくて延性を

持つ鉄がある温度以下になると脆くなる現象で，その変化が起こる温

度を延性・脆性遷移温度または単に脆性遷移温度という。リンや硫黄

等を含む質の悪い鋼板では脆性遷移温度が高い。因みに，タイタニッ
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ク号の鋼板の脆性遷移温度は事故後の調査で２７度と判明している。

これでは，厳寒の海で氷山にぶつかったときの脆性破壊は免れなかっ

たであろう。 

③ 原発の圧力容器にはそのような質の悪い鋼材は使われていない。使用

前の脆性遷移温度はマイナス１度からマイナス４０度とされている。

しかし，上述した中性子照射脆化により，時間とともに脆性遷移温度

は上がっていく。圧力容器内に，圧力容器と同じ材質の試験片を入れ

ており，その試験片を取り出すことによって，脆性遷移温度の変化を

監視している。伊方原発の脆性遷移温度は，伊方１号炉は，初期値が

マイナス２５度，１９７８年４月が０度，１９８２年１０月が１６度，

１９９５年５月が３０度であり，伊方２号炉は，初期値がマイナス３

０度，１９８３年３月がマイナス２５度，１９８７年２月がマイナス

２０度，１９９９年１月がマイナス１６度であり，伊方３号炉は，初

期値がマイナス２５度，１９９６年１月がマイナス１８度，２００８

年９月が７度である。伊方１号炉よりも運転開始が２年足らず早いだ

けの佐賀県の玄海１号炉の脆性遷移温度は，１９９３年が５６度だっ

たのに，２００９年には９８度まで急上昇している。伊方１号炉は，

何故か１６年以上も脆性遷移温度の監視が行われておらず，愛媛県知

事の要請を受けて行われることとなったが，玄海１号炉同様に，急上

昇していることが懸念される。 

④ 原発の運転中に構造物に温度差(温度分布)が生じるが，これを熱荷重

という。定期検査が終わり，止まっていた原発が起動し始めると，原

子炉容器，ノズル，配管等の各部が徐々に温まって行くが，その時，

原子炉容器やノズルや配管の内面の温度は外面の温度よりも高い。逆

に原発が停止する時には，それとは正反対のことが起こる。起動時や

停止時ほどではないが，通常運転中にも，構造物の各部には何がしか
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の温度差が生じている。このように，運転に伴って構造物に生じるこ

うした温度分布を熱荷重という。熱荷重がなぜ重要かというと，熱応

力を生みだすからだ。温度が高い部分は低い部分より大きく伸びよう

とするが，低い部分がそれを阻もうとするので，伸びたいだけ伸びる

ことが出来ない。つまり，自由な伸びが拘束される。こうして，温度

の高い部分には普通圧縮応力が生じる。逆に，温度が低い部分は高い

部分から必要以上に伸びを強いられる。その結果，温度の低い部分に

は普通引っ張り応力が生じる。熱応力が引き起こす日常的な出来事は，

例えば，冷たいガラスのコップに熱湯を一気に注ぐ，あるいは逆に熱

いガラスのコップに冷水を一気に注ぐと，ピシッと音を立てて瞬間的

にガラスが割れてしまう現象である。コップの内面と外面に突然大き

な温度差が出来，その為，大きな熱応力が生じ，ガラスが割れる。こ

のように瞬間的に大きな熱応力を生じさせるような熱荷重は特に熱衝

撃と呼ばれている。 

⑤ 老朽化した加圧水型原発(ＰＷＲ)で，専門家が最も恐れているのが加

圧熱衝撃(Pressurized Thermal Shock ＰＴＳ)である。上述した

ように，老朽化したＰＷＲの原子炉圧力容器は中性子照射脆化によっ

て脆性遷移温度が上昇し，非常に脆くなっている。そのような原発に

何かトラブルがあり，ＴＭＩ事故の時のように，緊急炉心冷却装置

(ＥＣＣＳ)が作動し，高温，高圧の圧力容器内に冷水が一気に注入さ

れれば，強烈な熱衝撃が起こる。これがＰＴＳである。ＰＴＳにより，

脆化していた原子炉圧力容器が，一瞬に大破壊を起こし，大量の放射

性物質を環境に放出する大事故となってしまうのである。 

４ 運転開始から，既に，伊方３号炉は２５年経過している。伊方３号炉に

ついても劣化は避けられない現実である。以上述べた劣化による危険が

伊方原発には常に存在しているのである。 
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第8  プルサーマルの危険性 

１ ｢プルサーマル｣とは，プルトニウムをサーマル・リアクター(熱中性子

炉)で燃やすという意味の和製英語である。熱中性子炉とは，速度の遅い

熱中性子をウラン等の原子核に当てて核分裂させる原子炉で，通常の原

発がこれに当たるが，ウランを燃料とする通常の原発でプルトニウムを

燃料として用いることから，｢プルサーマル｣と呼ばれるようになったも

のである。そして，プルトニウムは，ウランと混合して燃料に用いるこ

とから，プルサーマルに用いる燃料を，混合酸化物の英語の略称を用い

て，「M O X
もっくす

燃料」という。 

２ その MOX 燃料が，フランスから海上輸送され，２００９年５月１８日に

静岡県の浜岡原発に，同月２３日に佐賀県の玄海原発に，そして，同月

２７日，伊方原発に搬入された。伊方原発に搬入されたのは，プルトニ

ウム０・６トンを使用して製造した燃料集合体２１体とされている。そ

して，被告は，定期検査の際に MOX 燃料を伊方３号炉に装荷し，２０１

０年３月２日からプルサーマルを開始した。玄海原発に続く我が国２番

目のプルサーマルとなったが，伊方３号炉におけるプルサーマルは，世

界的に殆ど実績のない高燃焼度燃料ステップ２と MOX 燃料とを併用する

プルサーマルとしては初のものとなった。 

３ ウラン鉱石中に僅かに含まれていることが知られるより前は，プルトニ

ウムは，原爆を作るために人類が作り出した人工元素と考えられていた。

長崎に落とされた原爆ファットマンは，プルトニウム８キロ(ソフトボー

ルくらいの大きさ)を用いたもので，TNT 火薬に換算して約２２キロトン

の爆発力があったとされている。今回伊方原発に搬入されたプルトニウ

ムは０・６トンとされているから，ファットマン７５発分のプルトニウ

ムが搬入されたことになる。プルトニウムは，ギリシャ神話の冥界の王

プルートンに因んで命名されたもので，その名に相応しく，「知られてい
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る毒物の内で最強の有毒物質である」といわれたり，「角砂糖５個分の量

で日本が全滅する」といわれたりしているほどの猛毒物質である。しか

もその半減期(放射性元素の原子数が半分に減るまでの時間)は，プルト

ニウム２３９の場合２万４１００年とされている。このように，プルト

ニウムは，人類にとって，半永久的な猛毒物質であるということが出来

るのである。 

４ MOX 燃料には，ウラン燃料と比較して，制御棒の効きが悪くなり停止余裕

が低下する，融点が低下する，熱伝導度が悪くなる，ガス放出率が悪く

なる，ボイド係数の絶対値が増えるといった安全上不利な特性があり，

このことは電力会社や国も認めているところであって，プルサーマルを

導入することにより，事故が起こり易くなることは疑いのない事実であ

る。しかも，MOX 燃料には，猛毒のプルトニウムやアメリシウム等アルフ

ァ線を出す超ウラン元素である放射能が最初から含まれており，これら

放射能が外部に放出されると著しい内部被爆をきたすことから，事故発

生の場合，ウラン燃料に比して，より一層重大な放射能被害を住民にも

たらすことになるのである。 

５ しかも，伊方原発では，高燃焼度燃料である「ステップ２燃料」が使わ

れている。当初３・９万 MWD(メガワット日／トン)であった最高燃焼度が，

｢ステップ１燃料｣で４・８万 MWD に，｢ステップ２燃料｣で５・５万 MWD

に引き上げられた為，３年間しか使えなかった核燃料が４年間使えるよ

うになった。そして，核燃料の製造量が減り，使用済核燃料の発生量が

減った上，定期検査の間隔を延長することが可能な状況となった。この

ように，高燃焼度燃料は，コストを下げるためには有用であるものの，

燃焼度を上げたことによって危険は当然増しており，このような高燃焼

度燃料と MOX 燃料との併用によって，双方の危険性が重複することは避

けられない事実である。世界で殆ど実績のない，高燃焼度燃料と MOX 燃



 - 37 - 

料との併用を，伊方原発で行なっているのである。 

６ このような実験的なプルサーマルによって，原告らはより重大な危険に

さらされている。 

第9  伊方原発の事故の影響の特質 

１ 伊方原発は，閉鎖性海域である瀬戸内海に面している。福島第一原発の

事故によって大量の放射性物質が太平洋に流出したが，遥か彼方のアメ

リカ大陸に届く程に広域に拡散し，希釈された。ところが，瀬戸内海で

はそのような訳にはいかない。伊方原発で事故が発生した場合には，放

出された放射性物質によって瀬戸内海が重大な汚染を受け，閉鎖性海域

故に正に死の海となってしまい，漁業に壊滅的な被害をもたらし，沿岸

住民らは，海の幸を口にすることによって内部被曝を受けることになる。 

２ また，福島第一原発の場合には，大気中に放出された大量の放射性物質

が人の居住していない太平洋にも流出したが，伊方原発の場合には，事

故の際どのような風向きだったとしても，大気中に放出された放射性物

質によって住民が被曝することは不可避である。 

３ さらに，伊方原発が立地する佐田岬半島は，早吸の瀬戸に向けて細長く

突き出した半島である。伊方原発で事故が発生した場合，伊方原発より

も東側では避難の方法がない訳ではないが，伊方原発よりも西側になる

と，伊予灘，早吸の瀬戸，宇和海に阻まれて，避難自体極めて困難であ

る。 

４ 伊方原発で事故が発生した場合には，他の原発とは異なる，事故の影響

についての上記特質があり，被害は格段に重大なものとなってしまうの

である。 

第10 原発訴訟の過去とこれから 

１ 福島事故以前の原発訴訟において，原告が勝訴したのはもんじゅ訴訟差

戻審控訴審判決(名古屋高裁金沢支部２００３(平成１５)年１月２７日判
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決)、志賀原発２号炉訴訟１審判決(金沢地裁２００６(平成１８)年３月

２４日判決)、の２判決だけである。しかもその２判決とも，上級審にお

いて逆転敗訴となって終わっている。このように，過去の原発訴訟にお

いて，裁判官は，司法救済を求める人たちを救済してこなかった。福島

第１原発事故の背景には，過去の原発訴訟における裁判官のこのような

消極的な姿勢がある。裁判官が人権擁護の役割を果たさなかった結果，

司法救済の道が断たれた，その反面，｢原子力村｣の専横がますます野放

しの状態となり，人災ともいえる福島第１原発事故を発生させてしまっ

たのである。過去の原発訴訟にかかわった裁判官の責任は厳しく問われ

るべきである。 

２ 福島事故以前の原発訴訟に関わった裁判官は，推進側のいう重大事故の

確率は１００万年に１回などという安全神話を信じてしまったのかもし

れない。しかし，それが無責任な夢物語でしかなかったことは，現実の

悲惨な事故によって既に明らかになった。 

３ 福島事故以前の原発訴訟に関わった裁判官は，原発をとめることによっ

て生じる電力不足を心配したのかもしれない。しかし，原発事故による

被害や混乱が電力不足による損害や混乱とは質的に異なるものであるこ

と，ならびに原発をとめても実際には電力不足に陥らなかったこと，原

発こそが破局的な事故によって電力不足を生じさせる発電方法であるこ

とを，悲惨な今回の事故によって裁判官も充分学んだ筈である。 

４ 福島事故以前の原発訴訟に関わった裁判官は，電力会社のような大企業

が原発事故を招来する筈がないと思ったのかもしれない。しかし，電力

会社は，地域独占と総括原価方式に胡坐をかいている企業に過ぎず，倫

理観や責任感に欠け，事故隠しややらせメールまで平気でする企業であ

って，原発のような危険な施設の運転を任せるに足る企業ではないこと

を今回の事故による教訓として裁判官も学んだ筈である。 
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５ これから原発訴訟に関わる裁判官は，過去裁判官が陥った誤りを正しく

認識し，弱者救済の本来の使命を全うしなければならないことを肝に銘

じなければならない。 

第11 結論 

よって，上記最高裁の「主張・立証責任原則」により，「現在の科学技術水準

原則」によって，｢万が一を許さない原則｣を満たすだけの安全性の主張，立証

に被告が成功しない限り，伊方原発の運転は差し止められるべきである。 
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